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１．一般会計決算の概要

歳入 ２４６億７，８６１万円

歳出 ２４３億３，０７４万円

◇ 　歳入と歳出の差引額（形式収支）は、３億４，７８７万円

◇ 　歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源を除いた実質収支は２億９，５３０

　万円

◇ 　歳入総額は、前年度と比べ県支出金が１．７億円、市税が１．４億円の減となった

　が、市債が５．１億円、寄附金が２．６億円、繰入金が１．８億円、地方特例交付

　金が１．７億円の増などにより９．３億円の増

◇ 　歳出総額は、前年度と比べ土木費が３．３億円、農林水産業費が２．５億円の減と

　なったが、総務費が７．６億円、教育費が３．９億円、商工費が２．９億円の増な

　どにより８．７億円の増

◇ 　財政調整基金については、前年度と比べ積立金が０．３億円、取崩額が０．３億円

　の減となり、令和６年度末基金残高は１．４億円減の１５．８億円となった。

（単位：千円、％）

令和６年度
決算額

令和５年度
決算額

増減額 増減率

24,678,613 23,750,312 928,301 3.9

24,330,748 23,460,658 870,090 3.7

Ａ 347,865 289,654 58,211 20.1

Ｂ 52,564 32,614 19,950 61.2

295,301 257,040 38,261 14.9

129,085 158,155 △ 29,070 △ 18.4

270,000 302,699 △ 32,699 △ 10.8

0 2,700 △ 2,700 皆減

（対前年度比　　３．９％）

（対前年度比　　３．７％）

区　　　　　　分

歳 入 総 額

歳 出 総 額

参
　
考

実 質 収 支 （ Ａ － Ｂ ）

繰 上 償 還 金

歳 入 歳 出 差 引 額

翌 年 度 へ 繰 り
越 す べ き 財 源

財 政 調 整 基 金 積 立 金

財 政 調 整 基 金 取 崩 額
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２．一般会計歳入の状況 （増減については対前年比）

◇ 　市税は、固定資産税で2,511万円の増となったが、個人市民税で1億858万円、法人市民税で5,525
  万円の減等により、全体で1億3,958万円（2.7％）の減

◇ 　地方交付税のうち普通交付税は、法人市民税の増に伴う基準財政収入額の増により1億1,614万円
　の減となったが、特別交付税で2,706万円の増となり、全体で8,908万円 (1.0％）の減

◇ 　分担金及び負担金は、市立保育所保育料で236万円の減となったが、清掃センター建設運営分担金
　で1,817万円、市立認定こども園保育料で215万円の増等により、全体で1,861万円（7.7％）の増

◇ 　使用料及び手数料は、交響ホール市主催事業使用料で148万円の増となったが、戸籍住民票等交付
　手数料で297万円、市営住宅使用料で222万円、大書院入館料で101万円の減等により、全体で757
　万円（1.5％）の減

◇ 　国庫支出金は、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金で3億85万円の皆減となったが、
　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金で1億7,541万円、児童手当負担金で9,872万円、全国各
  地の魅力的な文化財活用推進事業補助金で9,208万円、障害者総合支援法給付事業負担金で7,196
　万円の増等により、全体で1億4,122万円（5.0％）の増

◇ 　県支出金は、障害者総合支援法給付事業負担金で3,598万円の増となったが、畜産クラスター事業
  補助金で1億4,809万円、農業生産コスト低減緊急対策事業補助金で4,977万円の減等により、全体
　で1億6,874万円（9.4％）の減

◇ 　寄附金は、ふるさと応援寄附金で2億2,421万円の増等により、全体で2億5,563万円（76.3％）の増
◇ 　繰入金は、温泉地施設整備基金繰入金で3,278万円の減となったが、丹波篠山ふるさと基金繰入金

　で1億3,591万円、地域振興基金繰入金で1億40万円の増等により、全体で1億8,298万円（19.0％）
　の増

◇ 　諸収入は、令和５年度の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用して実施した給
　食費の一部無償化の影響により給食事業収入で7,795万円、新型コロナ定期接種ワクチン確保事業
　助成金で2,248万円の増等により、全体で1億1,352万円（34.7％）の増

◇ 　市債は、臨時財政対策債で4,965万円の減となったが、過疎対策事業債（交響ホール舞台照明設備
  更新、市民センター空調設備更新等）で3億6,940万円、緊急防災・減災事業債（消防車更新、消防
　団詰所改良工事等）で1億2,970万円の増等により、全体で5億946万円（53.7％）の増

　 　
（単位：千円、％）

構成比 構成比

市 税 5,000,317 20.3 5,139,898 21.6 △ 139,581 △ 2.7

地 方 譲 与 税 290,015 1.2 280,726 1.2 9,289 3.3

利 子 割 交 付 金 3,456 0.0 2,601 0.0 855 32.9

配 当 割 交 付 金 61,578 0.2 47,086 0.2 14,492 30.8

株 式等 譲渡 所得 割交 付金 81,111 0.3 49,120 0.2 31,991 65.1

法 人 事 業 税 交 付 金 91,213 0.4 86,386 0.4 4,827 5.6

地 方 消 費 税 交 付 金 978,592 4.0 930,562 3.9 48,030 5.2

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 76,623 0.3 75,327 0.3 1,296 1.7

自 動 車 取 得 税 交 付 金 0 0.0 2,706 0.0 △ 2,706 皆減

環 境 性 能 割 交 付 金 53,413 0.2 49,271 0.2 4,142 8.4

地 方 特 例 交 付 金 199,647 0.8 33,720 0.1 165,927 492.1

地 方 交 付 税 8,627,113 35.0 8,716,197 36.7 △ 89,084 △ 1.0

交 通安 全対 策特 別交 付金 5,866 0.0 6,003 0.0 △ 137 △ 2.3

分 担 金 及 び 負 担 金 261,554 1.1 242,948 1.0 18,606 7.7

使 用 料 及 び 手 数 料 498,606 2.0 506,173 2.1 △ 7,567 △ 1.5

国 庫 支 出 金 2,991,713 12.1 2,850,495 12.0 141,218 5.0

県 支 出 金 1,632,408 6.6 1,801,150 7.6 △ 168,742 △ 9.4

財 産 収 入 31,166 0.1 68,662 0.3 △ 37,496 △ 54.6

寄 附 金 590,452 2.4 334,820 1.5 255,632 76.3

繰 入 金 1,144,425 4.6 961,447 4.0 182,978 19.0

繰 越 金 160,654 0.7 289,294 1.3 △ 128,640 △ 44.5

諸 収 入 440,967 1.8 327,451 1.4 113,516 34.7

市 債 1,457,724 5.9 948,269 4.0 509,455 53.7

合 計 24,678,613 100.0 23,750,312 100.0 928,301 3.9

款
令和６年度 令和５年度

増減額 増減率
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３．一般会計歳出の状況 （増減については対前年比）

◇ 　総務費は、定額減税を補足する臨時特別給付金事業で4億1,152万円の皆増、デマンドバス事業の

　開始等により公共交通対策事業で5,466万円、衆議院議員選挙・知事選挙等の選挙経費で8,798万

　円、ふるさと応援寄附金の増に伴い丹波篠山ふるさと応援寄附金事業で1億3,039万円の増等によ

　り、全体で7億5,899万円（29.0％）の増

◇ 　民生費は、住民税均等割世帯に対する臨時特別給付金で1億4,943万円、児童手当支給事業で8,371

　万円、障害者総合支援法給付事業で6,206万円、後期高齢者医療費給付等事業で4,223万円、介護

　保険特別会計（介護保険事業勘定）繰出金で2,797万円の増となったが、価格高騰対策における低

　所得世帯支援事業・追加支援事業4億6,684万円の皆減により、全体で9,464万円（1.2％）の減

◇ 　衛生費は、令和５年度に実施した物価高騰対策に係る水道料金の減免に伴う水道事業会計への繰出

　金の影響により、上水道施設費の水道事業会計繰出金で9,650万円の減等により、全体で9,660万円

　（3.9％）の減

◇ 　農林水産業費は、農業生産コスト低減緊急対策事業補助金で5,021万円、畜産クラスター事業補助

　金で1億5,518万円の皆減等により、全体で2億4,847万円（20.1％）の減

◇ 　商工費は、こんだ薬師温泉ぬくもりの郷泉源浚渫工事で3,509万円の減となったが、万博推進事業

　で1億8,307万円、市民センター空調更新工事で1億2,182万円、丹波伝統工芸公園立杭陶の郷改修

　工事で4,683万円の増等により、全体で2億9,117万円（62.6％）の増

◇ 　土木費は、資本費平準化債の制度拡充による発行額増に伴い、下水道事業会計繰出金で3億2,648

　万円の減等により、全体で3億2,853万円（13.8％）の減

◇ 　消防費は、常備消防費で高規格救急車の更新に伴い3,845万円、非常備消防施設管理整備費で消防

　ポンプ自動車の更新に伴い1億3,288万円の増等により、全体で1億8,980万円（23.8％）の増

◇ 　教育費は、西紀中学校外壁等改修工事で9,527万円、田園交響ホール舞台照明設備及び舞台音響設

　備更新工事で1億1,938万円、西紀運動公園熱源監視装置更新等工事で5,302万円、学校教育充実事

　業で5,358万円の増等で、全体で3億9,141万円（12.7％）の増

◇ 　公債費は、償還元金が2億1,633万円の減、償還利子が132万円の減等により、全体で2億1,747万円

　（10.5％）の減

◇ 　諸支出金は、ふるさと応援寄附金の増に伴い、丹波篠山ふるさと基金費で2億3,204万円の増等に

　より、全体で2億3,725万円（47.7％）の増

◇ 　災害復旧費は、農地農業用施設災害復旧工事で1,886万円の減等により、全体で1,255万円（41.9

　％）の減

（単位：千円、％）

構成比 構成比

議 会 費 184,885 0.7 185,326 0.8 △ 441 △ 0.2

総 務 費 3,374,510 13.9 2,615,524 11.1 758,986 29.0

民 生 費 7,534,312 31.0 7,628,952 32.5 △ 94,640 △ 1.2

衛 生 費 2,351,670 9.7 2,448,270 10.4 △ 96,600 △ 3.9

労 働 費 11,385 0.1 11,213 0.1 172 1.5

農 林 水 産 業 費 988,404 4.0 1,236,876 5.3 △ 248,472 △ 20.1

商 工 費 756,575 3.1 465,403 2.0 291,172 62.6

土 木 費 2,060,264 8.5 2,388,796 10.2 △ 328,532 △ 13.8

消 防 費 986,719 4.0 796,920 3.4 189,799 23.8

教 育 費 3,484,338 14.3 3,092,926 13.2 391,412 12.7

公 債 費 1,845,144 7.6 2,062,611 8.8 △ 217,467 △ 10.5

諸 支 出 金 735,129 3.0 497,881 2.1 237,248 47.7

災 害 復 旧 費 17,413 0.1 29,960 0.1 △ 12,547 △ 41.9

合 計 24,330,748 100.0 23,460,658 100.0 870,090 3.7

款
令和６年度 令和５年度

増減額 増減率
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４．市税収入の状況 （増減については対前年比）

（単位：千円、％）

構成比 構成比

2,016,512 40.3 2,180,342 42.4 △ 163,830 △ 7.5

個 人 市 民 税 1,669,859 33.4 1,778,435 34.6 △ 108,576 △ 6.1

法 人 市 民 税 346,653 6.9 401,907 7.8 △ 55,254 △ 13.7

2,520,942 50.4 2,495,831 48.6 25,111 1.0

固 定 資 産 税 2,490,263 49.8 2,465,131 48.0 25,132 1.0

国有資産等所在市町村交付金 30,679 0.6 30,700 0.6 △ 21 △ 0.1

188,043 3.8 180,445 3.5 7,598 4.2

256,392 5.1 264,226 5.1 △ 7,834 △ 3.0

18,428 0.4 19,054 0.4 △ 626 △ 3.3

5,000,317 100.0 5,139,898 100.0 △ 139,581 △ 2.7

５．普通会計歳入の状況
（単位：千円、％）

構成比 構成比

5,000,317 20.4 5,139,898 21.7 △ 139,581 △ 2.7

290,015 1.2 280,726 1.2 9,289 3.3

3,456 0.0 2,601 0.0 855 32.9

61,578 0.3 47,086 0.2 14,492 30.8

81,111 0.3 49,120 0.2 31,991 65.1

91,213 0.4 86,386 0.4 4,827 5.6

978,592 4.0 930,562 3.9 48,030 5.2

76,623 0.3 75,327 0.3 1,296 1.7

－ － 2,706 0.0 △ 2,706 皆減

53,413 0.2 49,271 0.2 4,142 8.4

199,647 0.8 33,720 0.1 165,927 492.1

8,627,113 35.2 8,716,197 36.9 △ 89,084 △ 1.0

5,866 0.0 6,003 0.0 △ 137 △ 2.3

162,139 0.7 143,345 0.6 18,794 13.1

598,022 2.4 605,775 2.6 △ 7,753 △ 1.3

2,954,440 12.1 2,850,495 12.1 103,945 3.6

1,632,408 6.7 1,801,150 7.6 △ 168,742 △ 9.4

31,165 0.1 68,662 0.3 △ 37,497 △ 54.6

590,452 2.4 334,820 1.4 255,632 76.3

1,144,425 4.7 961,447 4.1 182,978 19.0

160,654 0.7 289,294 1.2 △ 128,640 △ 44.5

296,226 1.2 226,726 1.0 69,500 30.7

1,457,724 5.9 948,269 4.0 509,455 53.7

24,496,599 100.0 23,649,586 100.0 847,013 3.6

（地方財政状況調査による）

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

◇

◇

◇

個人市民税は、住民税定額減税による減等により、1億858万円（6.1％）の減

法人市民税は、特定法人の収益減等により、5,525万円（13.7％）の減

固定資産税は、家屋が地域経済牽引事業促進のための課税免除の影響により、846万円
（0.8％）の減、償却資産がコロナからの回復基調に伴う設備投資などにより、3,332万
円（5.7％）の増

区　　　　　　　　　　分
令和６年度 令和５年度

増減額

増減率

増減率

市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

入 湯 税

合 計

区　　　　　　　　　　分
令和６年度 令和５年度

増減額

自 動 車 取 得 税 交 付 金

自動車税環境性能割交付金

地 方 特 例 交 付 金

合 計

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債

地 方 交 付 税
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６．普通会計性質別歳出の状況 （増減については対前年比）

◇

◇

◇

（単位：千円、％）

構成比 構成比

5,477,347 22.7 5,027,674 21.5 449,673 8.9

3,168,771 13.1 2,999,884 12.8 168,887 5.6

3,693,188 15.3 2,997,375 12.8 695,813 23.2

1,845,143 7.6 2,062,610 8.8 △ 217,467 △ 10.5

11,015,678 45.6 10,087,659 43.1 928,019 9.2

4,190,423 17.4 3,863,632 16.6 326,791 8.5

170,187 0.7 244,805 1.1 △ 74,618 △ 30.5

3,976,588 16.5 4,859,900 20.8 △ 883,312 △ 18.2

735,129 3.0 497,881 2.1 237,248 47.7

13,740 0.1 250,638 1.1 △ 236,898 △ 94.5

2,041,086 8.4 1,946,350 8.3 94,736 4.9

11,127,153 46.1 11,663,206 50.0 △ 536,053 △ 4.6

1,988,490 8.2 1,579,108 6.8 409,382 25.9

17,413 0.1 29,959 0.1 △ 12,546 △ 41.9

2,005,903 8.3 1,609,067 6.9 396,836 24.7

24,148,734 100.0 23,359,932 100.0 788,802 3.4

（地方財政状況調査による）

増減率

人 件 費

（ う ち 職 員 給 ）

扶 助 費

公 債 費

区　　　　　　　　　分
令和６年度 令和５年度

合 計

繰 出 金

小 計 （ 義 務 的 経 費 ）

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金 ・ 貸 付 金

小 計

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 費

小 計 （ 投 資 的 経 費 ）

人件費は、人事院勧告に伴う給与改定等による基本給の増、会計年度任用職員の勤勉手

当支給開始による増等により、全体で4億4,967万円（8.9％）の増。扶助費は、定額減税

を補足する臨時特別給付金で3億8,686万円、障害者総合支援法給付事業に係る給付費で1

億円、児童手当制度及び児童扶養手当制度の改正等の影響により児童手当で8,185万円、

児童扶養手当で422万円、私立認定こども園運営事業に係る施設型給付費で1,846万円の

増等により、全体で6億9,581万円（23.2％）の増。公債費は、償還元金が2億1,633万円

の減、償還利子が132万円の減により、全体で2億1,747万円（10.5％）の減

物件費は、丹波篠山国際博に係る委託業務で1億6,461万円、インバウンド高付加価値化

事業で3,012万円、システム標準化関係で3,047万円、デマンドバス事業で4,214万円、ふ

るさと応援寄附金の増に伴う経費の増で4,261万円の増等により、全体で3億2,679万円

(8.5％)の増

補助費等は、価格高騰対策における低所得世帯支援金で1億3,521万円、同追加支援金で3

億1,815万円、子育て世帯生活支援特別給付金で4,105万円、畜産クラスター事業補助金

で1億5,518万円、農業生産コスト低減緊急対策事業補助金で5,021万円の皆減、令和５年

度に実施した物価高騰対策に係る水道料金の減免に伴う水道事業会計への繰出金の影響

により、上水道施設費の水道事業会計繰出金で9,650万円の減等により、全体で8億8,331

万円(18.2％)の減

積立金は、ふるさと応援寄附金の増に伴い、丹波篠山ふるさと基金費で2億3,204万円の

増等により、全体で2億3,725万円（47.7％）の増

繰出金は、介護保険特別会計（介護保険事業勘定）繰出金で2,797万円、後期高齢者医療

療養給付費負担金等で4,266万円、国民健康保険（直診勘定）繰出金で1,395万円の増等

により、全体で9,474万円（4.9％）の増

普通建設事業費は、西紀中学校外壁等改修工事で9,527万円、消防ポンプ自動車の更新費

用で1億3,288万円、市民センター空調更新工事で1億2,182万円、田園交響ホール舞台照

明設備及び舞台音響設備更新工事で 1億 1,938万円の増等で、全体で 4億 938万円

（25.9％）の増

災害復旧費は、農地農業用施設災害復旧工事で1,886万円の減等により、全体で1,255万

円（41.9％）の減

増減額

◇

◇

◇

〇
◇
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７．特別会計決算の概要

全３会計

歳入 １０７億４，３１７万円 （対前年度比 △１．１％）

歳出 １０５億６，６２１万円 （対前年度比 △１．０％）

歳　入
決算額

歳　出
決算額

翌年度へ繰越
すべき財源

実質収支
額

一般会計か
らの繰入額

4,495,748 4,479,450 16,298 380,792

193,927 193,562 365 60,920

806,720 787,870 18,850 182,877

5,230,585 5,089,134 141,451 781,439

16,194 16,194 0 16,194

10,743,174 10,566,210 0 176,964 1,422,222

後 期 高 齢 者 医 療

介
護

介護保険
（介護保険事業勘定）

介護保険（介護サービ
ス事業勘定）

計

◇

 

◇

◇

◇

特別会計全体の実質収支は、介護保険特別会計で１億４，１４５万円などの合計１億

７，６９６万円の黒字となった。歳出総額は、１０５億６，６２１万円で、前年度に

比べ１億１，０２７万円の減となった。

前年度と比較し、国民健康保険特別会計（事業勘定）では、保険給付費が３億２，１

６１万円の減（△９．３％）となった。

介護保険特別会計（介護保険事業勘定）では、令和６年度の施設サービスの報酬が

増額改定となったことにより保険給付費が７，８２３万円の増（１．７％）となっ

た。

一般会計からの繰入金額は、全体で１４億２，２２２万円、前年度に比べ６，４９２

万円の増となった。内訳は、介護保険特別会計（介護保険事業勘定）で２，７９７万

円の増、国民健康保険特別会計（直営診療所勘定）で１，３９５万円の増となった。

区　　　　　分

国
保

国民健康保険
（事業勘定）

国民健康保険
（直営診療所勘定）
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８．企業会計決算の概要

全２会計

　

（税込、単位：千円）

収入総額
決算額

支出総額
決算額

差引収支額
一般会計か
らの繰入額

収益的収支 2,236,419 1,894,710 341,709 497,257

水 道 事 業 資本的収支 338,070 1,200,795 △ 862,725 13,870

計 2,574,489 3,095,505 △ 521,016 511,127

収益的収支 2,581,051 2,452,694 128,357 1,308,227

下 水 道 事 業 資本的収支 1,748,024 2,690,420 △ 942,396 1,859

計 4,329,075 5,143,114 △ 814,039 1,310,086

◇ 一般会計からの繰入金額は、水道事業会計が５億１，１１３万円で、対前年度比８，６９

３万円（１４．５％）の減、下水道事業会計が１３億１，００９万円で、対前年度比３億

２，６４８万円（１９．９％）の減となった。

区　　　　　　分

◇ 水道事業会計の収益的収支は、一般会計からの繰入金や減価償却に伴う長期前受金が減少

したことなどにより、収入総額は２２億３，６４２万円（税込：前年度比０．１％減）と

なった。一方、減価償却費や支払利息などの減少により、支出総額は１８億９，４７１万

円（税込：前年度比１．７％減）となり、差引収支額は３億４，１７１万円（前年度比

９．５％増）となった。

資本的収支は、経年劣化した設備の更新工事や、老朽化した配水管の更新工事などにかか

る建設改良費、および企業債の償還などで１２億８０万円（税込：前年度比６．３％増）

の支出となり、企業債借入や負担金などの収入から差し引いた不足分８億６，２７３万円

は、減価償却費などの留保資金や減債積立金、および建設改良積立金などで補てんした。

◇ 下水道事業会計の収益的収支は、一般会計からの繰入金や減価償却に伴う長期前受金が減

少したことなどにより、収入総額は２５億８，１０５万円（税込：前年度比４．１％減）

となった。一方、減価償却費や支払利息などの減少により、支出総額は２４億５，２６９

万円（税込：前年度比３．８％減）となり、差引収支額は１億２，８３６万円（前年度

比：１０．１％減）となった。

資本的収支は、ストックマネジメント事業による施設の設備改築更新工事や管更生工事、

汚泥集約化事業による施設整備工事などにかかる建設改良費、および企業債の償還などで

２６億９，０４２万円（税込：前年度比１４．０％増）の支出となり、企業債借入や国庫

補助金などの収入から差し引いた不足分９億４，２４０万円は、減価償却費などの留保資

金や繰越利益剰余金などで補てんした。
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９．財政指標等の概要（普通会計等）

◇ 　経常収支比率は、歳出で公債費の減があった一方、人件費が増加したことから、

　９４．８ ％と１．７ポイント悪化した。

◇ 　実質公債費比率は、公債費償還が進み、１４．９％と０．５ポイント改善した。

◇ 　起債制限比率は、普通会計の公債費が減少したことにより、６．１％と０．１ポイント

　改善した。

◇ 　将来負担比率は、一般会計及び公営企業会計の市債残高が減少したこと等により将来負

担額が減少したため、５９．３％と１６．８ポイント改善した。

◇ 　主な財政指標 （※の指標については、３ヵ年平均値） （単位：％、千円）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

92.2 87.8 94.9 93.1 94.8

15.6 14.9 15.3 15.4 14.9

5.4 5.1 5.7 6.2 6.1

133.4 106.9 92.0 76.1 59.3

0.449 0.421 0.409 0.409 0.418
財政調整基金 1,692,857 1,912,903 1,864,125 1,719,581 1,578,666
減債基金 333,958 586,486 535,958 545,658 554,809
特定目的基金 2,556,671 2,619,123 2,397,057 2,226,335 2,077,803

14,021,694 14,478,607 13,820,067 13,897,288 13,965,517

①　経常収支比率と財政調整基金残高の推移

②　実質公債費比率と将来負担比率の推移

基金
残高

標準財政規模等

項　　　　目

経 常 収 支 比 率

実質公債費比率※

起債制限比率※

将 来 負 担 比 率

財 政 力 指 数 ※

15.6
14.9

15.3

15.4
14.9

133.4 

106.9 

92.0 

76.1 

59.3 

50.0

70.0

90.0

110.0

130.0

150.0

13
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21

23

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実質公債費比率（％） 将来負担比率（％）

16.9 
19.1 18.6 17.1 15.7 

92.2 

87.8 

94.9 
93.1 

94.8 

84

86

88

90

92

94

96

98

100

0
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30

40

50

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

財政調整基金残高（億円） 経常収支比率（％）

－8－



１０．市債残高の概要

◇

◇

◇

◇

（単位：千円）

市債発行額
Ｂ

元金償還額
Ｃ

一般会計 一般会計 16,679,755 1,457,724 1,753,478 16,384,001

特別会計
国民健康保険事業（直
診）

15,060 4,700 4,340 15,420

企業会計 下水道事業会計 17,689,665 1,581,100 2,203,874 17,066,891

水道事業会計 8,346,197 324,200 823,926 7,846,471

企業会計　計 26,035,862 1,905,300 3,027,800 24,913,362

42,730,677 3,367,724 4,785,618 41,312,783

（地方財政状況調査等による）

合計（全会計）

会計別市債残高の推移

※令和元年度より下水道事業会計が特別会計から企業会計となったため内訳に大きな変化がみられる

一般会計の令和６年度末市債残高は１６３億８，４００万円で、前年度対比２億９，
５７５万円(１．８％）の減となった。合併特例事業債等の市債残高の減少が要因。
残高のピーク時の平成１５年度末と比較すると、３９６億８５０万円(７０．７％）
の減

特別会計の残高は国民健康保険事業（直診）１，５４２万円で、前年度対比３６万円
の増となった。各診療所で超音波画像診断装置等を更新したことにより増となった。
全会計に占める割合は、０．０４％

公営企業会計の残高は水道事業会計及び下水道事業会計を合わせて、２４９億１，３
３６万円で、前年度対比１１億２，２５０万円(４．３％）の減、全会計に占める割
合は、６０．３％

全会計の残高は４１３億１,２７８万円で、前年度対比１４億１，７８９万円(３．
３％)の減、ピーク時の平成１５年度末残高と比較すると７２２億８，９８５万円(６
３．６％)の減

区　　　　　　分
令和5年度
末市債残高

Ａ

令和6年度 令和6年度
末市債残高

A+B-C

560 

188 177 167 164 

407 

0 0 0 0 

169 

297 277 260 249 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

平成15年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

億円 一般会計 特別会計 企業会計
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（単位:千円）

令 和 ５ 年 度 末

現 在 高 積 立 額 取 崩 額 年 度 末 現 在 高

1,719,581 129,085 270,000 1,578,666

545,658 79,957 70,806 554,809

2,226,335 655,087 803,619 2,077,803

公 共 施 設 整 備 基 金 109,432 15,218 59,156 65,494

ま ち づ く り 財 団 設 立 基 金 4,024 0 0 4,024

空 き 家 等 活 用 基 金 26,667 1,081 714 27,034

酒井貞子看護師等人材育成基金 37,408 8,941 5,850 40,499

水 資 源 開 発 基 金 72,868 2 0 72,870

宅 地 開 発 関 連 事 業 基 金 104,334 9,102 0 113,436

丹 波 篠 山 市 獣 害 対 策 基 金 7,312 0 6,750 562

丹波篠山市集落営農推進基金 1 0 0 1

滞在型市民農 園ハ ート ピア 農園 基金 6,268 320 0 6,588

大 山 荘 の 里 市 民 農 園 基 金 30,847 831 0 31,678

丹 波 篠 山 市 森 林 環 境 基 金 0 41,084 41,084 0

観 光 ま ち づ く り 基 金 34,060 8,722 5,492 37,290

義 務 教 育 施 設 整 備 基 金 109,179 3 51,363 57,819

ふ る さ と 教 育 基 金 50,468 1 1 50,468

清 水 一 雄 教 育 振 興 基 金 5,158 1 350 4,809

市 有 林 野 整 理 基 金 16,069 0 0 16,069

地 域 振 興 基 金 1,195,241 5,295 182,095 1,018,441

温 泉 地 施 設 整 備 基 金 42,355 18,429 2,499 58,285

ふ る さ と 創 生 奨 学 金 基 金 91,408 931 2,069 90,270

教 育 基 金 37,880 1 1 37,880

御 徒 士 町 景 観 整 備 基 金 2 2,000 1 2,001

新型コロナウイルス等感染症対策基金 16,282 9 3,400 12,891

谷 田 美 子 生 生 物 多 様 性 基 金 15,060 0 2,419 12,641

丹 波 篠 山 市 過 疎 対 策 基 金 35,801 600 18,379 18,022

丹 波 篠 山 ふ る さ と 基 金 178,211 542,516 421,996 298,731

4,491,574 864,129 1,144,425 4,211,278

140,000 0 0 140,000
*地方財政状況調査による

基　　　　　金　　　　　名
令　和　６　年　度

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

そ の 他 特 定 目 的 基 金

合　　　　　　　　　計

土 地 開 発 基 金

資料②　基金の状況（普通会計）
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（単位：千円）

令和５年度末 令和６年度

現　在　高 発　行　額 元　　金 利　　子 計 現　在　高 構成比％

公 共 事 業 等 債 494,081 12,200 41,340 2,874 44,214 464,941 2.8

防災・減災・国土強靭
化 緊 急 対 策 事 業 債 199,809 34,600 10,743 787 11,530 223,666 1.4

公営住宅建設事業債 296,857 52,200 39,571 2,777 42,348 309,486 1.9

災 害 復 旧 事 業 債 208,125 3,500 57,523 77 57,600 154,102 0.9

緊急防災・減災事業債 1,082,010 153,500 220,033 8,002 228,035 1,015,477 6.2

全 国 防 災 事 業 債 246,691 0 18,461 1,865 20,326 228,230 1.4

教育･福祉施設等整備
事業債 2,302,564 260,500 240,718 20,271 260,989 2,322,346 14.2

一 般 単 独 事 業 債 1,575,908 318,000 168,464 10,267 178,731 1,725,444 10.5

合 併 特 例 債 970,346 0 67,676 17,968 85,644 902,670 5.5

過 疎 対 策 事 業 債 558,700 542,500 699 5,039 5,738 1,100,501 6.7

辺 地 対 策 事 業 債 7,813 33,700 362 35 397 41,151 0.3

財 源 対 策 債 543,411 9,600 48,806 2,876 51,682 504,205 3.1

減 収 補 て ん 債 102,437 0 5,997 60 6,057 96,440 0.6

減 税 補 て ん 債 21,693 0 11,247 14 11,261 10,446 0.1

臨 時 財 政 対 策 債 7,984,474 37,424 806,303 17,705 824,008 7,215,595 44.0

特 別 減 収 対 策 債 34,319 0 4,901 541 5,442 29,418 0.2

都 道 府 県 貸 付 金 37,100 0 5,300 15 5,315 31,800 0.2

そ の 他 13,417 0 5,334 296 5,630 8,083 0.0

計 16,679,755 1,457,724 1,753,478 91,469 1,844,947 16,384,001 100.0

（単位：千円）

国県
支出金

地方債 その他

地方消費
税交付金

（社会保障
財源化分）

その他の
一般財源

児童福祉費
こども医療費助
成事業

68,139 11,578 0 0 15,691 40,870

乳幼児医療費助
成事業

84,126 23,710 0 4 16,760 43,652

私立認定こども
園運営事業

314,668 222,461 0 0 25,580 66,627

社会保険
国民健康保険特
別会計（事業勘
定）繰出金

380,792 184,368 0 0 54,493 141,931

介護保険特別会
計繰出金

797,633 33,018 0 0 212,122 552,493

保健衛生
地域生活支援事
業

118,211 44,170 0 260 20,469 53,312

後期高齢者医療
費給付等事業

814,617 123,102 0 11,374 188,687 491,454

2,578,186 642,407 0 11,638 533,801 1,390,339合　　計

資料③　事業別地方債現在高の状況（普通会計）

区　　　　　分
令和６年度元利償還額 令和６年度末

資料④　引き上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）が
　　　充てられる社会保障４経費　その他社会保障施策に要する経費

項目 決算額

特定財源 一般財源
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